




Outline of Master Plan for Promoting the Use of the Adult 
Guardianship System and Some Consideration: Focusing on 
Discussion on Harmony between Thoroughness of Financial 













Abstract: As is well known, Master Plan for Promotion of Adult Guardianship 
System was formulated based on the Law for Promotion of Adult Guardianship 
System. This Master plan was deliberated from September 2016 and the Cabinet 
decision was made on March 24, 2017. The outline of the deliberation process and 
contents of the Master Plan advanced with such a rapid pace is outlined from the 
viewpoint of harmony with thoroughness of financial exploitation prevention and 
ease of use. Through that, while considering mainly Lasting Power of Attorney, 
Guardian Support Deposit, and Special Needs trust which is the most reference 
scheme of the movement of the comparative law, I will try to examine some of the 
remaining issues such as the responses to be taken by financial institutions. 
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  1.1 成年後見制度利用促進法成立の背景（成年後見制度の現状）1 
 
   わが国の認知症高齢者は、所謂団塊世代が後期高齢者に達する２０２５年に約７０ 
  ０万人になると推計されている。２０１６年の成年後見制度の利用者数は、203,551 









































 2.1 成年後見制度利用促進委員会における検討過程5 
 














 2.2 視点 
 

























 3.1 成年後見制度利用促進基本計画の目次 
 
   目次は以下のようである。 
 
成年後見制度利用促進基本計画   （下線 筆者） 
 〈目次〉 
  １．成年後見制度利用促進基本計画について 
   （１）成年後見制度利用促進基本計画の位置付け 
   （２）基本計画の対象期間 
   （３）基本計画の工程表 
  ２．成年後見制度利用促進に当たっての基本的な考え方及び目標等 
   （１）基本的な考え方 
   （２）今後の施策の目標等 
     ①今後の施策の目標 
      ア）利用者がメリットを実感できる制度・運用への改善を進める。 
       （ａ）利用者に寄り添った運用 
       （ｂ）保佐・補助及び任意後見の利用促進 










      エ）成年被後見人等の権利制限に係る措置を見直す。 
     ②今後取り組むべきその他の重要施策 
      ア）成年被後見人等の医療・介護等に係る意思決定が困難な人への支援等 
      イ）死後事務の範囲等 
     ③施策の進捗状況の把握・評価等 
  ３．成年後見制度の利用の促進に向けて総合的かつ計画的に講ずべき施策 
   （１）利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善 
      ―制度開始時・開始後における身上保護の充実― 
      ①高齢者と障害者の特性に応じた意思決定支援の在り方 
      ②後見人の選任における配慮 
      ③利用開始後における柔軟な対応 
      ④成年後見制度の利用開始の有無を判断する際に提出される診断書等の在り 
      方 
   （２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 
      ①地域連携ネットワークの三つの役割 
       ア）権利擁護支援の必要な人の発見・支援 
       イ）早期の段階からの相談・対応体制の整備 
       ウ）意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援 
体制の整備 
      ②地域連携ネットワークの基本的仕組み 
       ア）本人を後見人とともに支える「チーム」による対応 
       イ）地域における「協議会」等の体制づくり 
      ③地域連携ネットワークの中核となる機関の必要性 
      ④地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的機能等 
       ア）広報機能 
       イ）相談機能 
       ウ）成年後見制度利用促進機能 
        （ａ）受任者調整（マッチング）等の支援 
        （ｂ）担い手の育成・活動の促進 
        （ｃ）日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行 
       エ）後見人支援機能 
       オ）不正防止効果 
      ⑤中核機関の設置・運営形態 
       ア）設置の区域 
       イ）設置の主体 
18 
       ウ）運営の主体 
       エ）設置・運営に向けた関係機関の協力 
      ⑥優先して整備すべき機能等 
   （３）不正防止の徹底と利用しやすさとの調和―安心して利用できる環境整備― 
      ①金融機関による新たな取組 
      ②親族後見人の成年後見制度への理解促進による不正行為の防止 
      ③家庭裁判所と専門職団体等との連携 
      ④移行型任意後見契約における不正防止 
   （４）制度の利用促進に向けて取り組むべきその他の事項 
      ①任意後見等の利用促進 
      ②制度の利用に係る費用等に係る助成 
      ③市町村による成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）の策定 
   （５）国、地方公共団体、関係団体等の役割 
      ①市町村 
      ②都道府県 
      ③国 
      ④関係団体 
       ア）福祉関係者団体 
       イ）法律関係者団体 
   （６）成年被後見人等の医療・介護等に係る意思決定が困難な人への支援等の検討 
      ①経緯等 
      ②中間報告の内容 
      ③今後の方向性 
   （７）成年被後見人等の権利制限に係る措置の見直し 
   （８）死後事務の範囲等 










   る環境整備―」における①金融機関による新たな取組④移行型任意後見契約におけ 










    次いで、基本計画は、①金融機関による新たな取組につき次のようにいう13。 
 








    さらに、基本計画は、④移行型任意後見契約における不正防止につき次のように 
   いう14。 
 
    「移行型任意後見契約については、上記２（２）④エ」15において述べた地域連 
     携ネットワークのチームによる見守りにおける不適切なケースの発見・支援 
     とともに、不正防止に向けた実務的な対応策について幅広い検討が行われるべ 














   ○後見制度を被後見人の財産管理面でバックアップするための信託。家庭裁判所 
   の指示書に基づき被後見人が金銭を信託し、信託された金銭の中から被後見人の 








   ○２０１６年７月から取扱いを唯一開始した地銀の千葉銀行によれば、運用を開始 
   した動機は、利用者から「今まで取引のない金融機関と取引を始めるのは不便で、 
   抵抗がある」といわれたこと、地元のために地銀としての社会貢献と考えたこと。 













    ②有識者としての大垣尚司の見解18 














    ③土肥尚子委員の発言19 





    ④村田斉志委員の発言20 
      ○地域金融機関による後見人の財産管理負担軽減策の検討が必要。基本計画 
      では、自主的な取組みを後押しできるような内容にすることが重要。 
      ○不正をうかがわせる事情に接した場合には、後見人の財産管理権限を剥奪 
し、金融機関への出金停止協力を要請するなど、速やかな措置が必要。 









    成年後見制度推進基本計画におけるキー概念である、地域連携ネットワークとし 























     
 3.4 移行型任意後見契約における不正防止に係る諸議論について 
 
   (1)日本公証人連合会へのヒアリング26 
 
    以下のような趣旨の発言がなされた。 
     























   (2)主な委員会・ワーキング等における発言 
 
    ①土肥尚子委員28 
      ○任意後見契約締結の際に、後見実施機関等に登録させることによって、公 
      的機関が任意後見契約等の存在を把握できる仕組みを作り、不正の端緒等を 
      発見した場合には、これに介入できる機会29を付与すべき（川口委員同旨）。 
      ○任意後見受任者がその義務に反して任意後見人の選任請求を怠っている場 
      合については、同機関が任意後見監督人選任申立てを促すことができるよう 
な仕組みを設けるべきである。 
    ②川口純一委員30 
      ○移行型の任意後見契約については、その問題点を広く国民に周知するとと 
      もに、任意後見受任者については任意後見監督人選任を義務化するなど法制 
上の措置も検討すべき。 
○任意後見契約を実施している法人についての定期的な調査等。 
    ③新井誠委員長代理31 
    ○まずは、任意後見を普及すること、それが 2000 年 4 月の出発点だった 
    はず。任意後見こそ本人の自己決定を尊重するものだ。 
    ○即応型、移行型は廃止。将来型のみにすべき。登録を中核機関にし、見守 
    る体制をつくることが重要。より添い型の信託として、信託と任意後見の結 
    合型を採用すべきではないか。 










   (3)若干の検討    
 










































 ところで、海外には、福祉型信託、例えば、特別支援信託(Special Needs Trust) 40という
制度がアメリカをはじめ、シンガポール、2017 年には香港でも運用が始められた。特別支
援信託とは、例えば、委託者たる親が障害を持つ子供のために受託者たる特別支援信託会

































   
注 




正法の解説』（創英社 三省堂書店、2016 年）に詳しい。 
3 区域という空間を超えたという意味だとすれば、「越えた」が正しいのではないかと思われる。 




















見制度利用促進委員会の意見 27-28 頁）とされていることも忘れることはできまい。 








11 「不正防止の徹底と利用しやすさとの調和」につき、後掲本稿 31 頁を参照されたい。同図は、
http://www.cao.go.jp/seinenkouken/keikaku/pdf/keikaku3.pdf(2017年 12月 6日閲覧)におい
て見ることができる。 
12 成年後見制度利用促進基本計画 19 頁。 
13 成年後見制度利用促進基本計画 19 頁。 
14 成年後見制度利用促進基本計画 20 頁。 







16 第 2回利用促進策ワーキング・グループ及び第 2 回不正防止対策ワーキング・グループ議事
録 7-11 頁。 
17 実際は、斎藤委員関係者として、城南信金の前理事長で、しんきん成年後見サポート代表理
事が発言したが、品川社会福祉協議会との連携における取組みの一端を発言している。詳細は、
不正防止対策ワーキング・グループ第 1 回議事録 18-20 頁。 
18 第 2回利用促進策ワーキング・グループ及び第 2 回不正防止対策ワーキング・グループ議事
録 12-20 頁。 
19 不正防止対策ワーキング・グループ第 1回議事録 10 頁。 
20 不正防止ワーキング・グループ第 1 回議事録 4-6 頁。成年後見制度利用促進委員会第 3回席 
上配付資料「検討の視点に基づくこれまでの議論の状況について」
(http://www.cao.go.jp/seinenkouken/iinkai/3_20161121/pdf/siryo_1-1.pdf) (2017 年 12 月
６日閲覧)22、24 頁。 
不正防止対策ワーキング・グループ第 3 回議事録 16 頁以下。同第 4回議事録 23 頁以下。 
21 三井住友信託銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、みずほ信託銀行、りそな銀行、千葉銀行の５行で
ある。筆者は確認できなかったが、堀江佳史「後見制度支援信託に代わる成年後見人等の不祥事
防止スキーム」(実践成年後見 70 号、2017 年)67 頁注 7)によれば、中国銀行も加え、2017 年 4
月 3日現在で 6行であるという。 









24 なお、法務省より家庭裁判所の指示に基づいて 2016 年 11 月から 12 月にかけて、全国銀行協
会、全国地方銀行協会、第二地方銀行協会、全国信用金庫協会、全国信用組合中央協会、ゆうち
ょ銀行、農林中央金庫の７団体に協力要請をしているようである。 
25 沼津信用金庫の後見支援預金は 2017 年 7 月から、近畿産業信用組合の後見制度支援預金は
2017 年 10 月からそれぞれ運用が開始されているという。前者につき、
http://www.numashin.co.jp/news/files/20170630newsrelease.pdf (2017 年 12 月 6 日閲覧)、
後者につき、http://www1.kinsan.co.jp/topics/pdf/201710koken.pdf (2017 年 12 月 6 日閲覧)
28 
 
をそれぞれ参照。また、前者は、2017 年 8 月から静岡県内すべての 12 信用金庫が取扱いを開始
し、「静岡モデル」といわれているという。筆者は、2017 年 12 月 5 日、弁護士会館に於いて開












28 前掲注 20)・席上配付資料 26-27 頁。 
29 金融機関においては、個人情報の関係で情報の収集が難しいようである。民事信託研究会に
おける三井住友信託銀行の吉野誠氏のご教授による。 
30 前掲注 20)・席上配付資料 27 頁。 
31 不正防止対策ワーキング・グループ第 3回議事録 17-19 頁。不正防止対策ワーキング・グル
ープ第 4回議事録 29-30 頁。その後、新井誠「成年後見制度利用促進基本計画の理念と具体化の
方途－素描的検討－」実践成年後見 69 号 63 頁（2017 年）。 
32 不正防止対策ワーキング・グループ第 1回議事録 33 頁。不正防止対策ワーキング・グループ
第 3回議事録 19 頁。 
33 ちなみに、シンガポールのダニエル・コー家庭裁判所裁判官によれば、新聞の折込や映画館
等においてまで徹底的な周知を行ったという。筆者は、「講演会『シンガポールにおける家族と
後見』参加報告」(「成年後見ニュース No.28 じゃがれたー」7 頁(2017 年)としてごく簡単な小
品を書いているので、参照されたい。 
 また、最新の文献として、実践成年後見 71 号 5 頁以下では、「任意後見制度の利用促進に向け
て」という特集が組まれており、研究者、公証人、弁護士、司法書士のそれぞれの立場から任意
後見制度の利用促進の必要性を説いている。 
34 新井誠『信託法[第４版]』（有斐閣、2014 年）527-529 頁。 







及び第 2回不正防止対策ワーキンググループ議事録 20 頁）。 





















 この点、民法 858 条の身上配慮義務を「資産保全管理から資産活用(消費)型管理への転換」を
図ったものとし、その具体的内容として「一般的見守り義務(状況対応義務)」を考える学説があ
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